
 

11 月 25 日から 12 月 19 日までの予定で、第 3

回定例会の後半が始まりました。

12 月 1 日には、上野たつや県議(横浜市神奈川

区)が日本共産党県議団を代表し、知事に質問を

しました。

不妊治療は、多額な費用がかかるとともに、仕

事の調整など周囲の理解を得るための努力など、

精神的にも多大な負担がかかります。長期の治療

で、経済的にも精神的にも追い込まれ、子どもを

望みながらも不妊治療を中断、断念せざるを得な

い事態は変える必要があると思います。

2022 年 4 月より不妊治療は保険適用になりまし

た。県内での特定不妊治療助成の給付実績は、20

18 年～ 2020 年までは年間１万件近くでしたが、

対象範囲が拡大された 2021 年度は一気に 2 倍に

増えています。

しかし、体外受精の治療を一通り行うには、3

割負担とはいえ最低でも約 15 万円以上の費用が

かかるとのことです。さらに、併用して追加的に

行われる先進医療や保険外診療などは全額自己負

担となっています。

現在、東京都をはじめ自治体によっては、先進

医療などに対して補助を実施しています。ちなみ

に横須賀市も先進医療には 5 万円、保険外診療に

は 10万円を上限に補助をしています。

県として、先進医療などへの助成を行うべきと

質問しました。

知事は、保険適用の対象となる治療法を拡大す

るよう国に求めると述べるにとどまりました。

妊婦健康診査は、妊娠中の女性の健康を守り、

安心して妊娠・出産をするために大変重要となっ

ています。

健診の内容や回数は、厚労省の告示により望ま

しい基準が定められており、これをもとに医師の

判断で行われます。しかし、妊婦健診は保険が適

用されないため、国の交付金を使って、市町村が

助成をしているため自治体によってばらつきがあ

ります。

厚労省の調査によると、2018 年 4 月時点での公

費負担額の全国平均は 10 万 5,734 円ですが、神

奈川県内の市町村の平均は 7 万 1,417 円で 47 都

道府県中 47 位と全国最下位となっています。

なお、2021 年度の神奈川県内の市町村の公費

負担の平均額は 7万 4,660 円となっていますが、

依然として 2018 年 4 月時点の全国平均と比べて

も低く、住んでいる市町村によって補助額はバラ
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バラです。

加えて、県内のどこに住んでいても、妊婦健診

をするたびに自己負担が生じています。母体の健

康を守るため、自己負担無しに妊婦健診を受ける

ことができる環境をつくる必要があります。

自己負担なく妊婦健診を受けることができるよ

うに県として支援する必要があると知事に質問し

ました。

知事は、妊婦健診の重要性を認めながらも、県

独自の支援の考えはなく、市町村に補助額の見直

しを検討するよう働きかけると答弁しました。

神奈川県も横須賀市も年々、出生数が減ってい

ます。神奈川県の出生数は、1973 年の 13 万 4,21

7 人が最も多く、2021 年は 6 万 549 人と半数以下

になっています。横須賀市は 1970 年代に 7000 人

以上の出生数が、2021 年は 1809 人と 2000 人を下

回りました。

内閣府が 2020 年に実施した“少子化社会に関

する国際意識調査”では、日本は「自分の国は子

どもを産み、育てやすい国だと思わない」と回答

した人が 61 ％と過去最多で、過半数に達した唯

一の国です。

県民ニーズ調査においても同様で、“子どもを

産み育てる環境が今のままでは、子どもをもつの

は難しい“との回答は 2018 年以降 58 ％から 64

％へと増加しています。

子どもを産むか産まないかの判断を尊重しながら

も、社会を維持させていくために少子化対策は必

要であり、経済的負担の軽減は大変重要な課題で

す。

11月 17日に藤沢市にある県立総合療育センター

と平塚市にある子ども自立生活支援センター(愛

称：きらり)を視察しました。

総合療育相談センターは、療育の相談ととも医

療施設を併設しており、リハビリの他、入院や短

期入所事業を行っています。しかし、近年小児科

医師や看護師不足などにより、短期入所事業が思

うようにできず、一時的に休止を繰り返している

状況です。福祉の現場はどこも人材不足に悩まさ

れています。

また、きらりは乳児院、福祉型障害児入所施設、

児童心理治療施設があり、障がい児の心理・医療

などの専門的ケアを行う施設です。また、施設内

の子どもが

通うために

平塚市立五

領ヶ台小中

学校の分校

も併設され

ています。
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